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累計 

【別紙1】 

 機関投資家の行使期日が総会前日まで拡大するため、機関投資家は議案検討に「十分な時間を確保」することができます。 

  機関投資家が株主総会の個々の議案の賛否を検討する日数は、実務上、総会日の8営業日前（海外機関投資家）から5営業日前 

 （国内機関投資家）までに限られています。プラットフォームに参加すると機関投資家の議案検討期日は総会前日まで拡大することができます。 

 上場会社は、株主総会直前まで「真の実質株主とコミュニケーションを取ること」ができます。 

  上場会社は、機関投資家の議決権行使結果を毎日確認することができます。 総会の招集通知発送後でも、真の実質株主に対して直接 

  情報の発信を行うことができるため、日々の行使結果を確認しながら、総会直前まで機関投資家に十分な情報提供を行うことができます。 

株主総会での機関投資家（名義株主の背後にいる国内外の真の実質株主）の議決権行使環境の改善を目的とした市場インフラ

で、プラットフォームに参加すると上場会社と機関投資家は効率的かつ効果的にコミュニケーションが取ることができます。 

 プラットフォームとは？ 

 プラットフォームに参加すると？ 

発行会社 

株主名簿管理人 

行使結果〔電子]（1日2回・発送日の翌日から） 

議決権行使プラットフォーム 

管理信託銀行 常任代理人 

カストディ銀行 

（
株
主
名
簿
上
の
株
主
） 

〔プラットフォーム導入前〕 〔プラットフォーム導入後〕 

国内外機関投資家 

管理信託銀行 常任代理人 

海外機関投資家 国内機関投資家 

管理信託銀行・常任代理人は 
集計に代わり機関投資家の 
行使をモニタリングする カストディ 

銀行 

※招集通知、議決権行使  

※書面ともに郵送 

発行会社 

株主名簿管理人 

招集通知〔電子〕（発送日当日） 

8営業日前が
行使期日 

5営業日前が
行使期日。 

議決権電子行使プラットフォームの仕組み 



⁃ 社数905社（うち東証1部883社） 東証上場3,579社中 25.3%に相当 

    うち1部 2,078社中 42.4%□〃 

⁃ 時価総額シェア  東証上場   〃   83.3%に相当 

    うち1部     〃  86.7%□〃 

 JPX日経400 347社（86.8%） 

日経平均  220社（97.8%） 

MSCI EAFE 291社（93.0%*） 

*REIT除く日本株式313社中 

年度 

 最近5年間の参加会社数の推移  主要株価指数銘柄における参加割合 

 参加会社の状況 （集計対象は東証１部・２部・マザーズ・ジャスダックの外国上場会社を除く発行会社、母数は2018年3月末日現在） 

発行会社の参加状況 

CGコード施行を契機に、時価
総額、外国人比率、株主数に
関わらず、行使環境の整備に
取り組む発行会社が増加 
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括弧内の数値は新規社数（累計の内数） 

※累計は各年6月末時点 

【別紙2】 
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